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【東京医科歯科大学医学部附属病院の基本情報】 

 

医療機関名：国立大学法人東京医科歯科大学医学部附属病院 

 

開設主体：国立大学法人東京医科歯科大学 

 

所在地：東京都文京区湯島１－５－４５ 

 

 

許可病床数：７５３床 

（病床の種別）一般：７１２床 

       精神： ４１床 

（病床機能別）高度急性期：６５０床、急性期６２床 

 

 

稼働病床数：７５３床 

（病床の種別）一般：７１２床 

       精神：４１床 

（病床機能別）高度急性期：６５０床、急性期６２床 

 

 

診療科目：内科、循環器内科、呼吸器内科、脳神経内科、精神科、小児科、外科、心臓血管

外科、脳神経外科、整形外科、形成外科、眼科、耳鼻いんこう科、皮膚科、泌尿

器科、産婦人科、放射線科、麻酔科、呼吸器外科、病理診断科、救急科、リハビ

リテーション科、血管外科、消化器内科 

 

 

職員数：2,116人（常勤職員数 1,562人、非常勤職員数 554人）（R02.6.1現在） 

・医師   679人（常勤職員数 299人、非常勤職員数 380人） 

・看護職員 898人（常勤職員数 803人、非常勤職員数  95人） 

・専門職  325人（常勤職員数 299人、非常勤職員数  26人） 

    ・事務職員 214人（常勤職員数 161人、非常勤職員数  53人） 

  

 

  



 

 

【１．現状と課題】 

 

① 構想区域の現状 
 

○ 地域の人口及び高齢化の推移 

    

  ・ 人口密度が高い 

東京都の面積は全都道府県の中で３番目に小さく、また、人口は最多であり、人口

密度は他の道府県と比較して、非常に高い。 

・ 昼夜間人口比率が高い 

埼玉県、千葉県、神奈川県の隣接３県を中心に、約242万人の昼間人口が流入してお

り、都における昼夜間人口比率は118.4。区域別にみると、民間企業本社や官公庁が集

積する区中央部へ約220万人の昼間口が流入しており、昼夜間人口比率も389.6と非常

に高い。 

・ 高齢者人口の急激な増加 

高齢者人口は平成22年（2010年）現在約264万人で、高齢化率20.1％。平成12年（

2000年）から平成22年（2010年）までの10年間で約73万人増加しており、今後も引き

続き増加することが予想される。 

  ・ 後期高齢者の人口割合 

東京都の高齢者人口を、前期高齢者と後期高齢者とに分けて見ると、平成22年（

2010年）は前期高齢者が約143万人、後期高齢者が約122万人となっている。今後は後

期高齢者が大幅に増加し、平成32年（2020年）には約171万人と前期高齢者を上回り、

平成37年（2025年）には約198万人、平成47年（2035年）には約203万人に達すると見

込まれている。 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成28年7月）p52）  

 

○ 地域の医療需要の推移 
   

・ 高度医療提供施設の集積や発達した交通網など、東京の地域特性に応じた患者の受療

動向が見られる。 

・ 高度急性期機能・急性期機能・回復期機能 

 東京には、隣接３県（埼玉県、千葉県、神奈川県）を中心に他県からの患者が多く流

入し、特に、大学病院本院、特定機能病院が所在する区中央部では、都内全域や、隣接

３県を中心とした他県からの患者も多く入院しており、三つの医療機能を通じて、患者 

の広範な受療動向がみられる。（P.4 図参照） 



 

 

  
（出典：東京都地域医療構想（平成28年7月）p14） 

 

疾患別に見ると、がんについては、全疾患を対象に分析した患者と同様に、都全域で

の受療が確認される。（P.5 上図参照）その一方、高齢者に多く見られる急性心筋梗塞

・脳卒中・成人肺炎・大腿骨骨折については、救急搬送が多く、自圏域及び近接圏域で

受療する傾向にある。（P.5 下図参照） 

 

・ 慢性期機能 

 療養病床の多い西多摩、南多摩及び北多摩北部は都内全域から患者を受け入れており

、流入超過の状況にあり、埼玉県、千葉県を中心に、他県へ患者が流出している状況に

ある。 



 

 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成28年7月）p15） 

 

 

 

 

 



 

 

 

○ ４機能ごとの医療提供体制の特徴 
      

・ 高度医療提供施設の集積 

東京には、高度医療・先進的な医療を提供する大学病院本院や特定機能病院が集積

している。特に、がん患者など、都内全域や他県から高度医療等を求める患者を数多

く受け入れている。 

  ・ 医療人材養成施設の集積 

13医科大学・大学医学部や５歯科大学・大学歯学部、11薬科大学・大学薬学部、94 

の看護師等養成課程などの人材養成施設が所在し、多くの医療人材を養成・育成して

いる。 

・ 高度急性期機能 

特定機能病院が６施設（大学病院本院は５施設）あり、高度医療提供施設が集積し、

様々な地域から患者が流入している。 

・ 急性期機能 

高度急性期機能から継続して入院している患者も含め、様々な地域から患者が流入

している。特に区東北部及び区東部から、１日当たり500人以上の患者が流入しており

、他地域から多くの患者を受け入れる一方で、区中央部在住の患者のうち41.6％が他

の構想区域に流出している。 

  ・ 回復期機能 

     人口10万人当たりの回復期リハビリテーション病床数は、都平均の約６割。 

・ 慢性期機能 

高齢者人口10万人当たりの医療療養病床数は、都平均の約５割、介護療養病床数は

都平均の約３割。ほぼ全ての構想区域に流出しているが、流出先の上位は区部の隣接

区域である。 

 

○ 地域の医療需給の特徴（４機能ごと／疾患ごとの地域内での完結率、等）等 
    

・ 区中央部における自構想区域完結率 

高度急性期機能：自構想区域完結率は57.9％で、都内隣接区域を含めると81.0％。 

 急性期機能：自構想区域完結率は58.4％で、都内隣接区域を含めると82.4％。 

     回復期機能：自構想区域完結率は42.3％と島しょを除くと都内構想区域の中で最も

低いが、都内隣接区域を含めると73.4％。 

  ・ 主要疾患別にみた患者の伸び率と自構想区域完結率 

     がん69.5％、脳卒中56.5％、成人肺炎51.5％、大腿骨骨折56.3％ 

 
（出典：東京都地域医療構想（平成28年7月）p54） 



 

 

 

② 構想区域の課題   

 

○ 地域の特性 

・ 区中央部の高度急性期機能には、集積する高度医療を求めて全国から流入する患者へ提

供する医療と、地域の住民へ提供するための医療とが混在しており、両者は切り分けて

考える必要がある。 

 

・ 構想区域内でも区それぞれに特徴があるため、機能別病床数の調整等きめ細やかに考え

ることが必要 

・ 台東区は高齢化率が高く、地域包括ケアシステムの構築に向けて地域で医療の完結を目

指しているが、人口10万人当たりの病床数が少ない。 

・ 東京は交通の便が良いため、区中央部だけで完結させることは難しいが、隣接区域まで

含めた完結率が高いのは良いこと。 

・ 症状の安定しつつある急性期機能の後半から回復期機能までは、住み慣れた地域での完

結が望ましい。 

・ 慢性期機能も含めて地域完結していることが望ましいが、現在は、高度急性期機能及び

急性期機能の病床が集積しており、慢性期機能の病床は少ない。 

 

○ 医療連携（介護等との連携を含む） 

・ 患者をただ受け入れるだけでなく、住み慣れた地域に帰す仕組みが必要 

 

○ 地域包括ケアシステム・在宅医療 

・ 訪問診療への遠方からの参入が増えている。 

・ 地域ケア会議などで情報共有できるよう、在宅医療はできるだけ地元の医療機関で対応

できるように整備すべき。 

 

 

③ 自施設の現状 

 

○ 自施設の理念、基本方針等 

・ 病院の理念：「安全良質な高度・先進医療を提供しつづける、社会に開かれた病院」 

・ 病院の目標: ① 患者中心の良質な全人的医療の提供 

② 人間性豊かな医療人の育成 

③ 高度先進医療の開発と実践 

④ 国民のニーズに応える開かれた病院 

 

○ 自施設の診療実績（届出入院基本料、平均在院日数、病床稼働率、等） 

 ・ 届出入院基本料： 特定機能病院一般病棟７対１入院基本料 

 ・ 平均在院日数：平成27年度 11.8日、平成28年度 11.36日  ▲0.44日 

 ・ 病床稼働率：平成27年度 89.09%、平成28年度 86.73%  ▲2.36% 

 

  （参考）歯学部附属病院 

  ・ 届出入院基本料： 急性期一般入院基本料1 

  ・ 平均在院日数：平成27年度9.2日、平成28年度8.7日  ▲0.5日 

・ 病床稼働率：平成27年度80.11%、平成28年度77.87%  ▲2.24% 

 

 

 

 



 

 

○ 自施設の職員数（医師、看護職員、その他専門職、事務職員、等） 

   2,116人（常勤職員数 1,562人、非常勤職員数 554人）（2020.6.1現在） 

・医師   679人（常勤職員数 299人、非常勤職員数 380人） 

・看護職員 898人（常勤職員数 803人、非常勤職員数  95人） 

・専門職  325人（常勤職員数 299人、非常勤職員数  26人） 

・事務職員 214人（常勤職員数 161人、非常勤職員数  53人） 

 

  （参考）歯学部附属病院（2020.6.1現在） 

・歯科医師 311人（常勤 120人、非常勤 191人） 

・看護職員  65人 （常勤 64人、非常勤   1人） 

・専門職   84人 （常勤 80人、非常勤   4人） 

・事務職員  57人 （常勤 34人、非常勤  23人） 

 

○ 自施設の特徴（４機能のうち高度急性期が中心） 

  ・ 許可病床数 ７１２床のうち、高度急性期病床：６５０床、急性期病床６２床 

 

  （参考）歯学部附属病院 

  ・ 許可病床数 ６０床のうち、高度急性期病床 ６０床 

 

○ 自施設の担う政策医療（５疾病・５事業及び在宅医療に関する事項） 

  ・ がん診療連携拠点病院 

  ・ 専門外来の設置（脳卒中センター、てんかんセンター） 

  ・ 救命救急センター 

  ・ 東京DMATへの参画 

  ・ 周産期母子医療センター、新生児集中治療室（NICU）の設置 

  ・ 災害医療 

○ 他機関との連携（周産期医療については他の医療機関との連携を前提に対応、等）等 

    各医局を通じた、他病院との人的交流及び連携が主である。 

 

④ 自施設の課題 

 

・ 高度急性期に特化するためには、受け皿となる医療機関のネットワークの整備が必須 

・ ハード面での老朽化、狭隘による問題、再整備に係る検討状況 

・ 急性期治療が終了した患者をいきなり地域病院や在宅に戻すのではなく、中間的な地域

医療を担っている中病院に依頼できるような階段状の紹介システムを構築する 

 

  



 

 

 

【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

①  地域において今後担うべき役割 
 

 ○ 区中央部には、特定機能病院が６施設（大学病院本院は５施設）あり、高度医療提供施

設が集積し、様々な地域から患者が流入してくるため、引き続き高度急性期機能体制を

維持する 

 

○ 区中央部の自構想区域完結率は57.9％で、都内隣接区域を含めると81.0％であるため、

高度急性期機能に特化するためには受け皿となる医療機関のネットワークの整備が必要 

 

○ 機能強化棟の建設による高度医療供給体制の実現  

   ・手術室の拡充 

・病院重症系を担う診療領域の面積の拡大 

・機能強化棟（15,000㎡）の竣工による手術室スペース 

・ERセンターおよびER-ICU、ICUはそれぞれのHCUとともに移転、集約化を行う 

 

○ 難病医療の充実 

・難病医療における東京医科歯科大学病院のプレゼンスをさらに強化 

・リウマチ膠原病先端治療センター、潰瘍性大腸炎クローン病先端治療センター、神経

難病先端治療センターの3センターに新たに本学での得意分野の難病を加えて新たな難

病センターの設置  

 

〇 がん医療の充実 

医科と歯科の関連する診療部門で横断的に組織されたみみ・はな・くち・のどがん

センターなど、包括的がん治療センターによる先端的な診療及び臨床教育・研究の強

化 

 

○ 災害救急医療の促進 

   病院救急車所有と運用 

 

○ 地域包括ケアシステムにおける大学病院の役割の確立 

１）PFM（Patient Flow Management）の強化 

２）在宅医療のシフト化に伴うスムースな地域連携 

３）外来における療養相談・指導の強化 

 

○ ゲノム医療の充実 

プレシジョンメディシンセンターの創設 

緩和ケアセンター、がん相談支援センター等からなる総合がん診療部門の実現 

 

○ 歯科医療体制の充実 

・歯学部附属病院で実施している高度歯科医療の継続 

・全身管理や複数疾患を持つ患者などに対する歯科医療体制の強化 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

②  今後持つべき病床機能 

 
・ 現在の急性期病棟は一定程度維持する必要があるが、規模の適正化を検討する 

・ 区中央部には、特定機能病院が６施設（大学病院本院は５施設）あり、高度医療提供施設 

が集積し、様々な地域から患者が流入してくるため、引き続き高度急性期機能体制を維持 

 

③  その他見直すべき点 
 

  



 

 

【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 
2021年10月 

高度急性期 ７１２  ７１０ 

急性期 ０  ６２ 

回復期 ０ → ０ 

慢性期 ０  ０ 

（合計） ７１２  ７７２ 

  増加している病床数に関しては、本学歯学部附属病院との一体化によるもの。 

 

 
2021年10月 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 ７１０  ６２１ 

急性期 ６２  １５１ 

回復期 ０ → ０ 

慢性期 ０  ０ 

（合計） ７７２  ７７２ 

 
＜（病棟機能の変更がある場合）具体的な方針及び整備計画＞ 

 

 本院は、現在の高度急性期機能体制を維持し、大部分を高度急性期・急性期とすることとする。 

機能強化棟（15,000㎡）の竣工によって手術室スペースは1.5倍程度に拡大し、同時に材料部も移転す

る。ERセンターおよびER-ICU、ICUはそれぞれのHCUとともに移転、集約化を行う。 

 

 

 

  



 

 

 

＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

○ロボット支援システム 

○緩和ケア病棟の整備 

○医学部附属病院再整備

について協議 

 

○教職員ＳＤの実施 

 

○高度急性期医療機能強

化及び病院運営の強化に

資する施設整備計画（案

）、老朽化解消計画（案）

の作成 

 

 

○医学部附属病院再整備の基本

方針について策定 

 

 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

○施工業者の選定・発注 

 

 

 

 

 

○2018年度中に基本設計 

 ・機能強化棟の新営 

 ・旧病棟の改修 

 

2019～2020

年度 

 

 

○ハイブリッド手術室の

導入 

 

 

 

 

 

  

○2020度中に実施設計 

 ・機能強化棟の新営 

  

○2020年度中に 

・機能強化棟を着工 

 

 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇2021年度に医学部附属病院と

歯学部附属病院が一体化 

 

○2022年度より 

 ・機能強化棟が稼働 

 

○2023年度中に実施設計 

・旧病棟の改修 

 

 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 



 

 

② 診療科の見直しについて 

  

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

歯科、小児歯科、矯正歯科、

歯科口腔外科（2021年10月） 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 
＜（診療科の見直しがある場合）具体的な方針及び計画＞ 

2021年10月に本学歯学部附属病院と一体化するため、歯学部附属病院の診療科を医学部附属病院で標榜す

る。 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率： 

・ 手術室稼働率： 

・ 紹介率： 

・ 逆紹介率 

経営に関する項目＊ 

・ 人件費率： 

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合： 

 その他： 

 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

 

 


